
東京大学アイソトープ総合センター特任研究員 

（生化学、分子生物学、核酸創薬、放射線創薬、および関連分野） 

 

●求人内容 

[機関の説明（募集の背景、機関の詳細、プロジェクトの説明等）] 

 東京大学アイソトープ総合センターの秋光研究室では、RNA 分子に関する基礎的な研

究成果（Mol. Cell 2014; EMBO J. 2018; J. Cell Sci. 2021; Genome Res. 

2012,2017,2020; Cell Rep. 2020; Nature Cell Bil. 2021）および放射線創薬に関す

る研究成果（Nuc. Med Biol; 2022a,b）を元に、核酸創薬と放射線創薬の融合に関する

基礎と応用研究を進めています。これまでの研究をさらに発展させるため、特任研究員

を募集します。分子生物学、生化学、核酸創薬、あるいは放射線創薬研究の経験者を求

めています。 

 

[勤務地住所等] 

〒113-0032 

東京都文京区弥生 2-11-16  

[募集人員（職名・採用人数等）] 

特任研究員 1 名 

[着任時期] 

2024 年 9 月 1 日以降のなるべく早い時期 

 

●勤務形態 

常勤 （任期あり：着任日から 2025 年 3 月 31 日まで） 

年度毎の更新については、予算の状況、プロジェクト存続の状況、勤務成績等を考 

慮し、更新の可否を行います。 

 

●応募資格 

採用時に博士号の取得をしている、もしくはそれに準じた業績がある方。誠実で、意欲

と協調性を持って研究に取り組む方。研究室には留学生が所属するため英語で基本的な

コミュニケーションができる方。放射性物質あるいは実験動物（マウスやラット）を取

り扱える方。 

 

●待遇 

就業時間：週 5 日（月～金）、専門業務型裁量労働制により、１日７時間４５分勤務し

たものとみなされる。休日は土・日曜日、祝日法に基づく祝日、年末年始

（12/29～1/3）、年次有給休暇（就業規則に基づき付与） 



試用期間：採用された日から１４日間 

給  与：経歴等により大学規定に従って決定する。 

通勤手当：支給要件を満たしている場合、本学規定により算出した額を支給 

     （原則月額 55,000 円まで） 

社会保険等：法令の定めにより文部科学省共済組合、雇用保険、労災保険に加入 

 

また、東京大学の規定に関しては下記の HP を参照してください。 

https://www.u-tokyo.ac.jp/gen01/reiki_int/kisoku_mokuji_j.html 

 

●募集期間： 2024 年 8 月 30 日（金）までに必着。 

なお、適任者が見つかり次第、募集を早期終了する場合がある。 

●応募書類：  

（１）履歴書（写真添付） 

東京大学統一履歴書を以下の URL からダウンロードし作成すること 

   http://www.u-tokyo.ac.jp/per01/r01_j.html 

（2）業績リスト（原著論文、招待講演、学会発表、受賞等） 

（3）主要な原著論文 3 編別刷（コピー可） 

（4）これまでの研究概要（A4 用紙 1 枚、2000 字程度、どのような実験技術を有するか

も説明してください） 

（5）着任後の研究に関する計画と抱負（A4 用紙 1 枚、2000 字程度） 

（6）過去 5 年間の研究費獲得状況 

（7）意見を伺える方 2 名までの氏名、所属、連絡先       

（8）日中連絡を取ることができるメールアドレス、電話番号  

 *提出書類は返却しません。 

*応募に際して取得した情報は、選考目的以外には一切使用いたしません。 

*応募書類は、下記連絡先宛に、封筒に｢特任研究員応募書類在中｣と朱書きの上、記

録の残る方法で郵送をお願いします。 

●選考内容： 書類選考の上、必要に応じて面接を行い、結果を本人に通知します。面

接の場合の交通費・宿泊費等は支給しません。 

●連 絡 先： 〒113-0032 東京都文京区弥生 2-11-16 

東京大学アイソトープ総合センター 秋光信佳 

TEL 03-5841－3057 

ホームページ：https://akimitsu.ric.u-tokyo.ac.jp/ 

 

●募集者名称：国立大学法人東京大学 

●受動喫煙防止措置の状況 ：敷地内禁煙（屋外に喫煙場所あり） 



●その他：採用時点で、外国法人、外国政府等と個人として契約している場合や、外国

政府等から金銭その他の重大な利益を得ている場合、外為法の定めにより、一

定の技術の共有が制限され、結果として本学教職員としての職務の達成が困難

となる可能性がある。このような場合、当該契約・利益については、職務に必

要な技術の共有に支障のない範囲に留める必要がある。 


